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障発１１２２第１号 

平成２５年１１月２２日 

 

都道府県知事  

各 指定都市市長 殿 

  中核市市 長 

 

 

 

                       厚生労働省障害保健福祉部長 

（公 印 省 略）       

 

 

地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるため 

   の関係法律の整備に関する法律の一部の施行に伴う関係省令の整備等に関する 

省令の公布について（通知） 

 

本日、地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関

係法律の整備に関する法律の一部の施行に伴う関係省令の整備等に関する省令（平成25年

厚生労働省令第124号）が別紙のとおり公布され、平成26年４月１日から施行することとさ

れたところである。その趣旨及び主な内容等について下記のとおり通知するので、これら

について十分御了知の上、管内市町村（特別区を含む。）を始め、関係者、関係団体等に

対し、その周知徹底を図っていただく等、本法の円滑な施行について特段の御配慮をお願

いする。 

 

記 

 

１ 省令の趣旨 

地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法

律の整備に関する法律（平成 24 年法律第 51 号）の一部の施行（平成 26 年４月１日）に

伴い、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成 18

年省令第 19 号）等の関係省令の整備等を行うもの。 

２ 主な内容  

一 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則の一部改正 

 ⑴ 重度訪問介護の対象者の拡大 

   重度訪問介護の対象者に、重度の知的障害又は精神障害により行動上著しい困難

を有する障害者であって、常時介護を必要とするものを追加することとした。 

⑵ 地域移行支援の対象者の拡大 

    地域移行支援の対象者に、以下の者を追加することとした。 

・ 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）に規定する救護施設又は更生施設に入所し
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ている障害者 

・ 刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律（平成 17 年法律第 50 号）に規

定する刑事施設又は少年院法（昭和 23 年法律第 169 号）に規定する少年院に収容さ

れている障害者 

・ 更生保護事業法（平成７年法律第 86 号）に規定する更生保護施設に収容されてい

る障害者 等 

 

二 介護給付費等の請求に関する省令（平成 18 年厚生労働省令第 170 号）の一部改正 

  整備法の施行による、共同生活介護の共同生活援助への一元化に伴い、介護給付費・

訓練等給付費等明細書の様式の一部改正等を行うこととした。 

 

三 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福

祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成十八年厚生労働省令第

百七十一号）の一部改正 

⑴ 重度訪問介護の対象者の拡大 

重度訪問介護の対象者に、重度の知的障害又は精神障害により行動上著しい困難

を有する障害者であって、常時介護を必要とするものを追加することに伴う所要の

改正を行うこととした。 

⑵ 共同生活介護の共同生活援助への一元化関係 

➀ 共同生活援助について、新たに外部サービス利用型共同生活援助を創設し、共

同生活援助事業者自らが介護の提供を行う「指定共同生活援助」と、共同生活援

助事業者はアレンジメント（手配）のみを行い、外部の居宅介護事業者に介護の

提供を委託する「外部サービス利用型指定共同生活援助」に区別して基準を規定

することとした。 

   ⅰ 人員に関する基準 

     指定共同生活援助については、現行の指定共同生活介護と同様の基準とする

こととした。外部サービス利用型指定共同生活援助については、現行の指定共

同生活援助と同様の基準とした上で、世話人の配置基準を現行の指定共同生活

介護と同じ６：１以上に見直すこととした。ただし、外部サービス利用型指定

共同生活援助事業所とみなされた事業所については、当分の間、世話人の配置

基準を 10：１とする経過措置を設けることとした。 

（注） 改正後の指定共同生活援助事業所において個人単位で居宅介護等を利

用する場合も同様とすることとした。 

   ⅱ 設備・運営に関する基準 

    ア 指定共同生活援助については、基本的に現行の指定共同生活介護と同様の

基準とすることとした。外部サービス利用型指定共同生活援助については、

以下に示す受託居宅介護サービス（外部の居宅介護事業者に委託した介護の

提供等）に係るものを除き、基本的に指定共同生活援助の規定を準用するこ

ととした。 

（ア） 外部サービス利用型指定共同生活援助事業者がその利用者に対して内
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容及び手続きの説明及び同意を得る事項に、当該外部サービス利用型指

定共同生活援助事業者と受託居宅介護サービス事業者の業務の分担の内

容、受託居宅介護サービス事業者及び事業所の名称を追加したこと。 

（イ） 外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、適切に受託居宅介護

サービスが提供されるよう措置を講ずることとしたこと。 

（ウ） 外部サービス利用型指定共同生活援助事業者の運営規程における規定

事項に受託居宅介護サービス事業者及び受託居宅介護サービス事業所の

名称及び所在地を追加したこと。 

（エ） 外部サービス利用型指定共同生活援助事業者の事業の開始にあたって

の受託居宅介護サービス事業者への委託の手続きに係る規定を追加した

こと（注） 等 

（注） 外部サービス利用型指定共同生活援助とみなされた事業所につ

いては、（エ）について、この省令の施行後最初の指定の更新ま

での間は、外部サービス利用型指定共同生活援助事業者の受託居

宅介護サービスの提供の開始までに、指定居宅介護を提供する事

業者と業務を委託する契約を締結することとする経過措置を設け

ることとした。 

イ 10 人以上が入居する既存の共同生活住居を建て替える場合であって、都道

府県知事が特に必要があると認める場合については、その時点の当該共同生

活住居の入居定員の数を上限とする共同生活住居の設置を可能とすることと

した。 

② 本体住居（サテライト型住居以外の共同生活住居であって、サテライト型住居

への支援機能を有するもの）との密接な連携を前提として、入居定員を一人とす

るサテライト型住居を創設することとした。 

   ⅰ 人員に関する基準 

     サテライト型住居を含む共同生活援助事業所については、当該指定共同生活

援助事業所の利用定員にサテライト型住居の入居定員を含み、本体住居の入居

定員にはサテライト型住居の入居定員を含まないものとすることとした。 

   ⅱ 設備・運営に関する基準 

    ア サテライト型住居には、日常生活を営む上で必要な設備を設けることとし

た。 

    イ サテライト型住居の居室の面積は、収納設備等を除き、7.43 平方メートル

以上とすることとした。  

 

四 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相

談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成 24 年厚生労働省令第 27 号）の一部

改正 

⑴ 地域移行支援の対象者の拡大に伴う所要の改正を行うこととした。 

⑵ 救護施設等又は刑事施設等からの退院又は退所後における地域移行支援事業利用

者の居住予定地が遠隔地の場合、住居の確保及び関係機関との連絡調整等について
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は、他の指定地域移行支援事業者に委託できるものとすることとした。ただし、そ

の場合においては、業務の実施状況についての定期的な確認とその結果を記録する

こととした。 

 

五 その他所要の規定の整備を行うこととした。 

 

３ 施行期日 

  平成 26 年４月１日 


